
（様式５号－１） 農地中間管理事業

駒ヶ根市長　　様 令和　　年　　月　　日

　下記農用地等につき利用権の設定をしたいので、承諾事項（裏面に記載）について同意のうえ申し出ます。

貸付者（※農地の名義人） 借受人

１、貸付希望農用地等

登記 現況

住所

申　出　書

氏名

電話番号

㊞㊞

住所

氏名

電話番号

貸付
年数

賃貸料

10ａ単位
地番

登記面積 貸付面積

㎡ ㎡
耕作作物 畦畔管理

借受人・貸付人

地目(田・畑) 耕作面積

ａ（アール）

借受人・貸付人

借受人・貸付人

借受人・貸付人

借受人・貸付人

借受人・貸付人

※貸付者は、土地登記簿の農地の名義人になります。
　なお、名義人が亡くられており、登記の名義変更前の
場合は、相続人の代表者を貸付者としてください。

備考

筆

大字

計

借受人・貸付人

必ずご記入ください。



２、承諾事項

（１）この申出書の提出をもって、農用地等の貸し付けが成立したものではありません。

（３）対象農用地等の借受者の選任については、公益財団法人長野県農業開発公社に一任します。

（４）申出書の情報は、農地集積のために関係機関・団体において必要最小限度内に提供する場合があります。

公益財団法人長野県農業開発公社

（５）記載の農用地等は、土地改良法第87条の３第1項で定めた土地改良事業（※機構関連土地改良事業）
の受益地内に含まれることがあります。なお事業が計画される場合には、事前に、長野県やほ場整備準備委
員会等から事業内容や事業参加同意に関する説明があります。

（２）農用地等の現況などの条件や借受希望者との調整などを行い、貸付けすることが見込まれる場合は、
別途貸付けの手続きが必要となります。

※ 機構関連土地改良事業とは、機構が借入ている農用地等を対象に、農用地等の所有者や貸付相手先の申請
によらず、都道府県が農業者の費用負担や同意を求めずに基盤整備を行う事業のことです。


